
概

   □ 法定受託 

施

  □ その他
今後の

策

方向性 □ 縮小　□ 

名

改善
（改善措置等）□

就

 休止　□ 終了
計画

労

対象 ■ 実施計画査定

・

対象  □ 行政改革

勤

対象 
□ 廃止　　　

労

　 

※決算額について

者

は、端数処理により、

支

他資料の決算額と差異

援

が生じている場合もあ

基

ります。

本目標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 労働力を確保し、働きやすい環境の整備と勤労者の生活の安定を図ること。

施策の方向 良好な就労環境の確保

資金貸付制度や福利厚生制度の支援により、良好な就労環境が確保された。
■ 計画どおり   

令和　３年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も労金と連携し、広く周知するなど、中小企業や自営業者の福利厚生のため更なる利用者増を図る。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市単独事業費補助金 令和　２年度 令和　３年度 令和　３年度 令和　４年度 令和　２年度 令和　３年度 令和　

1

３年度 令和　４年度
活

頁

動指標名 単位
実績 計画

令

実績 計画 決算 当初予算

和

決算 当初予算
全体事業

 

概要
①

勤労者の住宅取

3

得及び教 件 961 94

年

3 1,043
勤労者の

度

福利厚生の確保及びの

　

生活水準を向上させる

　

育資金の支援件数
こと

事

を目的に制度への助成

務

や利子補給を行う。 0

事

30,085 28,3

業

48 29,610
中小

評

企業特定退職金共済事

価

業費補助金、勤労者住

表

宅建
②

中小企業特定退

（

職金共済 人 11,00

個

0 10,735 11,

票

000
設資金利子補給

）

補助金、勤労者教育資

課

金利子補給補助 事業の

名

加入人数
金など 令和　

産

５年度の優先度

③1 　

業

□ Ａ　　　 □ Ｂ

文

　　　 □ Ｃ　　　

化

 □ Ｄ　

広報やホー

部

ムページを活用すると

商

ともに、教育資金利子

工

補給制度については、

観

市内中学・高校の３年

光

生に対し広
□ 計画ど

課

おり   
令和　３年

作

度 く周知を行った。
■

成

 遅延       

日

  
の評価 勤労者への

令

資金貸付制度や福利厚

和

生制度の支援により、

　

良好な就労環境が確保

４

されたが、件数として

年

は目標に至
□ 進展な

　

し     
らなかっ

８

た。
■ 維持　□ 拡

月

大 中小企業や自営業者

　

の福利厚生のため、今

５

後も補助を継続する。

日

事業区分 □ 自治事務


